
CSR取り組み報告

東燃ゼネラルグループは、確かな品質の製品を供給することで、石油製品を購入していただくお客さま、およびSS（サービスステー
ション）に来ていただくお客さまの満足を得ることが極めて大切であると考えています。このような会社の果たすべき役割を念頭に
置き、お客さまのご要望と関心を理解し、そのニーズに的確に応えるよう日々努力しています。

当グループは、燃料油、潤滑油、石油化学製品、LPガスと
いった幅広い分野にわたり、社会へ確かな製品を供給してい
ます。当グループの業務遂行規準に定められた「お客様との
関係及び製品の品質に関する方針」を以下に示します。

●あらゆる適切な使用条件のもとで、機器の規格やお客様の
ニーズに合致、もしくはそれに優る高品質の製品を供給し
ます
●性能、効率およびお客様満足の面で信頼性の高い基準を確
実に満たすサービスを提供します

●お客様が十分な情報のもとで購入の意思決定が出来る 
ように、保証に関する詳細な情報を含め、商品やサービスに
ついて正確でかつ十分な情報を提供します

●宣伝広告やその他全てのコミュニケーションにおいて真実
を伝えます

●当グループの製品が、卸売業者、代理店・特約店またはディ
ストリビューター等を通じて最終的に使用するお客様に供
給される場合にも、それらの業者に対して上記と同等の基
準を達成することを積極的に奨励します

 「業務遂行規準」（SBC）の関連方針

お客様との関係及び製品の品質に関する方針
製品の安全に関する方針

独占禁止法に関する方針

当グループの強みは、すべての製品の製造から販売に至
るまでの品質管理活動を包括する独自の品質マネジメント
システム（TG PQMS： TonenGeneral Product Quality 
Management System）が構築され効果的に運用されてい
ることです。TG PQMSは、ISO9001（品質マネジメント
システム）の要求を満足したリスク管理に基づく品質管理シ
ステムであり、株式会社日本能率協会コンサルティングによ
り、ISO9001への適合性が確認されています。
TG PQMSの特長のひとつとして品質管理上のリスクを
あらかじめ評価し、過去に蓄積されたグローバルの知見やベ
ストプラクティスを活用してリスクを低減する対策を事前に
講じることによって、より実効性の高い品質管理を実現して
いることがあげられます。また、品質管理に対するガバナン
スを強化するため本社に置かれた品質保証部が、当グループ

● 品質マネジメント体制図

東燃ゼネラルグループ品質管理委員会

潤滑油製品部門
品質管理委員会

燃料製品部門
品質管理委員会

化学製品部門
品質管理委員会

各工場
品質管理委員会

基本的な考え方 品質マネジメント体制

お客さまとのかかわり

ステークホルダーの皆さまから信頼される「良き企業市民」
として、経済成長・社会発展・環境保護のバランスを
保ちながら持続可能な経営を目指しています。

ステークホルダー別報告
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のすべての製品の品質管理活動を包括的に統制する体制を
とっています。例えば、PDCA（Plan-Do-Check-Act）サイ
クルの一環として、品質保証部主導のもとで、当グループ工
場やビジネス部門に加え、製造委託協力会社や第三者試験機
関に対する第三者的観点での監査が行われています。2015
年は合計11カ所での監査が計画通り実施されました。監査
の結果、早急な改善が必要と考えられる場合は半年以内に再
監査を行っています。監査では主にTG PQMSの遵守状況
や過去に当該部署および他部署で発生したトラブル対策の実
施状況が審査されます。これら監査活動を含めた品質管理活
動の実行状況と指摘事項の改善進捗状況は、各マネジメント
レベルに設けられた製造から販売に至る品質管理委員会で定
期的に検証されています。
川崎工場、和歌山工場、堺工場、千葉工場、鶴見潤滑油工

場、中央研究所、およびNUC川崎工業所でISO9001認証
を取得しており、当グループの品質管理活動が十分機能して
いることが公的にも示されています。また、和歌山工場での
潤滑油基油生産の品質管理においては、ヨーロッパの潤滑油
協会（ACEA）のエンジン油の基油として必要とされる品質
管理のガイドライン（ATIEL Code of Practice）への適合が
ISO9001審査機関によって確認され、日本の石油会社で唯
一ATIELのWebサイト（http://www.atiel.org/）に登録
されています。

製品が機器の規格に適合することはもちろん、お客さまの
ニーズに合致する高品質の製品を供給するため、販売部門お
よび本社・工場の品質管理、生産管理、技術部門および中央
研究所が密接に連携し、製品の品質向上、製品開発プログラ
ムに取り組んでいます。

販売部門やカスタマーサービス部門にご連絡いただいたお
客さまからの声は、品質保証部をはじめとする関係部門と共
有し、迅速かつ的確な対応を図っています。製品の品質設
計、製造規格の設定に当たっては、法規、JIS規格などの標
準規格およびお客さまとの契約規格を満たすばかりでなく、
これまでに培われた豊富な経験と知識をデータベースとして
活用して、お客さまが使用する上でトラブルが生じないよう
十分な検討を行い、信頼性の高い良質な製品の提供を行って
います。

当グループでは製品にかかわるすべての人の健康と安全お
よび環境保全を確保するため、製品中の化学物質の管理を徹
底して行っています。化学物質管理にかかわる法監視、遵
守システムの堅実な運用により、製品と化学物質に適用さ
れるすべての法令適合性を確かなものとしています。また、
SDS（Safety Data Sheet：安全データシート）などを通し
て、必要な製品の安全性情報をお客さま、製品にかかわるす
べての方に提供するようにしています。危険有害性・環境
影響に関して新たな知見が得られた場合は、速やかにSDS
の改訂を行います。2015年は当グループで管理している約
1,600品目のSDS（燃料製品、化学製品、潤滑油製品）のう
ち約40％が改訂され、タイムリーにお客さまおよび関係す
る方々に提供されました。
これらの製品とその化学物質の安全管理体制の強化改善

は、継続的に行っています。

● シナジーレギュラーのSDS
（安全データシート）

トヨタ自動車株式会社からの表彰状と盾

品質向上への取り組み

お客さまニーズへの対応

化学物質管理への対応
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当グループでは、「エッソ」「モービル」「ゼネラル」の3ブ
ランド共通の販売施策を展開し、高品質な石油製品を適正な
価格で安定的にお客さまに提供しています。常にお客さまの
ニーズを的確に捉え、環境・安全に配慮したSS（サービスス
テーション）を運営しています。
SSでは、「synergy（シナジー）」ブランドの燃料油やナン
バーワンブランド「Mobil 1™（モービル1）」に代表される
潤滑油などの販売に加え、電子マネーでのお支払いと現金
チャージ、nanaco（ナナコ）ポイント交換など、変化しつづ
けるお客さまのニーズに的確に対応したサービスを提供し
ています。さらに2016年の春より車検・板金・コーティン
グ・保険を高品質なクオリティーでご提供するドライバーズ
リンクプログラムを開始しました。
また、業界に先駆けて展開してきたセルフSS「エクスプ
レス（Express）」は1,100店を超え、かざすだけでお支払
いの完了するスピードパス、ビデオポンプ（高輝度カラー
ディスプレイ付給油機）、エクスプレスウォッシュ（高性能
洗車機を備え、簡単かつスピーディーに質の高いセルフ洗車
を提供する洗車プログラム）、Mobil 1™センター（クイック
にプロフェッショナルなサービスで高品質商品を販売するル
ブプログラム）、セブン-イレブンやドトールコーヒーショッ
プとの提携店舗など、ドライバーが「最もすばやく」「最も簡
単に」「最もきれいな設備で」サービスを受けられるような工
夫を施しています。

カスタマーサービス部は、代理店・特約店に加え、SS
（サービスステーション）に来店されるお客さまからのお問
い合わせにも対応しています。年間約3,500件のお問い合
わせの中にはおしかりやクレームをいただくこともありま
す。その場合はただちに担当部門に報告し、迅速な対応と改
善につなげています。一方、「雪で立ち往生した車をSSのス
タッフが助けてくれた」「道に迷っていたところSSのスタッ
フが親切に教えてくれた」等お礼の言葉をいただくこともあ
り、こうしたご好評も当該SSや関係部署と速やかに共有し、
グループ全体でのサービス向上に役立てています。カスタ
マーサービス部では、お客さまに質の高いサービスをスピー
ディーに提供すべく、全員一丸となって努力しています。

● カスタマーサービス部によせられた
 リクエスト・お問い合わせ件数（2015年）

製品の性状について
1,450件

代理店・特約店から
1,200件

エンド・ユーザーから
600件

官公庁届出関連問い合わせ
140件

その他110件

総件数
約3,500件

使えば使うほどお得。最大で
7円/ℓ引きになる
シナジーカード

電子マネー nanacoで支払っても、nanacoをかざして
現金で支払ってもnanacoポイントが貯まる

Mobil 1センター

「エクスプレス」ブランドの
セルフSS

サービスステーションの他に、コンビニエンスストアや
レストランでも支払い可能なクイックペイ機能を備えた
Speedpass+

お客さまが利用しやすいSSを目指して

カスタマーサービス部の使命
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東燃ゼネラルグループの高い競争力の源泉は、何よりも「人」にあります。業務を通じて従業員が自らの能力を発揮できるよう、
また職場と家庭のそれぞれにおいてバランスよく責任を果たせるよう、さまざまな施策を導入しています。

当グループは、従業員を会社の重要な資産と考え、各自の
持つ能力を最大限発揮できるよう可能な限りのサポートを
しようと考えています。当グループの人事施策は、優秀な
人材を採用し、広範な職務経験と十分な教育機会を提供し、
有能な指導者を育成することに主眼を置いています。当グ
ループの「業務遂行基準」には、従業員との関係について、
「指針となる原則」として以下のように明確に定められてい
ます。

従業員の卓越した資質が、競争上の大切な優位性をもたらし
ます。この優位性を高めるために、最も能力のある人材を雇
用・確保し、訓練と能力開発により従業員の成功への機会の
最大化に努めます。私たちは、多様性によって高められ、開か
れた対話、信頼そして公平な処遇に特徴づけられた、安全な
労働環境を維持します。

2013年 2014年 2015年

従業員数 2,921 3,512＊2 3,383

● 従業員数の推移*1 （名）

＊1 12月31日時点の連結対象子会社含む合計
＊2  MOCマーケティング、極東石油工業、および東洋石油販売が新たに東燃ゼ

ネラル石油の連結子会社となったことなどにより、従業員数（就業人員数）が
前連結会計年度末比で591名増加しました。

2014年 2015年
平均年齢 41.5才 40.6才

平均勤続年数 19.1年 17.8年

女性の従業員数 239名 260名

女性の割合 8.9% 8.8%

女性の管理職数 62名 62名

女性管理職比率 5.2% 4.8%

● 従業員構成*3

＊3  従業員構成のデータは、東燃ゼネラルグループの従業員のうち、原籍が東
燃ゼネラル石油、EMGマーケティング、東燃化学である従業員を対象とし
ています。

 「業務遂行規準」（SBC）の関連方針

職場のハラスメントに関する方針

当グループでは、職場における不当な差別やハラスメント
はどのような形であっても決して容認されるものでないこ
とを「業務遂行基準」において明確に規定しています。ハラ
スメント・人権侵害のない快適な職場環境の実現・維持を
目的としたさまざまな取り組みを積極的・継続的に行って
います。
例えば、従業員はハラスメントを目撃した場合はそれを看
過したり容認したりすることなく、上司、マネジメントもし
くは人事総務統括部に連絡することが義務付けられていま
す。品川および川崎、堺、和歌山、千葉の各工場に「人権相
談窓口」が設置されており、ハラスメントを受けた、ハラス
メントを目撃した、あるいは職場において何がハラスメント
行為になるのか疑問がある場合などに相談を受け付け、必要
な場合は注意喚起などの初期対応も行っています。なお、相
談は人事総務統括部の「人権相談窓口」のほか、社内および
社外の内部通報窓口でも受け付けています。（P30参照）
また、従業員の人権に対する意識の向上を目的として、各
職場に合計86名の「人権啓発推進委員」を任命しています。
「人権啓発推進委員」は自らが人権・ハラスメントに関する
研修を受講するとともに、自分の職場にて年1回人権研修会
を主催するなどの啓発活動を行っています。研修の対象は従
業員のみならず同じ職場で働く契約社員、派遣社員、業務委
託先社員の方々を網羅しています。2015年度は、「人権研
修会」に4,049名（千葉工場、NUC等含む）、「管理職向け
ハラスメントトレーニング」に750名が受講しました。

従業員とのかかわり

基本的な考え方 人権の尊重
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当グループの高い競争力の源泉は、なによりも「人」にあ
ります。当グループは、業務を通じて従業員が自らの能力を
最大限発揮し成長できるよう、採用、人材配置・育成計画、
教育・訓練、業績評価などの一連の人事項目を体系化した評
価・育成システムを導入しています。

● 体系化した評価・育成システム

採用
専門職（総合職）の採用を当グループ
一括採用に切り替え
● 部門の人材ではなく、会社（グループ）の人材として採用

人材配置・
育成計画

全社的な観点での人材配置を行う体制の導入
● 製販一体の経営感覚を持つ人材の育成
● 部門をまたぐローテーションのさらなる促進

教育・訓練
当グループとしての新しいトレーニング体系の構築
● 新しい価値観を育む
● 「切り拓く」リーダーシップを育てる

業績評価
新しい価値観を踏まえた業績評価
● 自己評価と上司とのディスカッションを通じて、東燃ゼネラル
　 グループの価値観の体現と浸透を促進

評価システムにおいては、上司と従業員の共同責任のも
と、両者の定期的、効果的なコミュニケーションを軸に、短
期的な業務目標の進捗管理や中長期的なキャリアプランの作
成、教育計画の作成・実施を行っています。公平で客観的な
業績評価の実施が、従業員の育成には欠かせません。業績評
価に偏りをなくすため、複数の上司が職種を同じくするグ
ループ内で集まって、合議によって時間をかけて一人ひとり
を多面的に評価します。当グループは、従業員の業績を高い
水準で継続的に改善し、その結果を公平に評価、処遇すべく、
制度面でさまざまな工夫を凝らしています。評価の基準とし
ては、各人の成果に加えて、チームへの貢献を重要視します。
評価者は、複数の情報源からのインプットを求めた上で、従
業員の業績を総合的見地から客観的に評価します。また各人
の専門知識の習得や育成のため、各人は組織の目標に整合し
た個人業務目標と自己啓発計画を策定し、これらの進捗状況
を日常的に上司とレビューします。従業員と上司は効果的な
コミュニケーションを通じて、上司から日常的なフィード
バックとコーチングがなされます。
また同様に上司同士が定期的に集まって、各部下のきめ細
かな育成・配置計画について合議で決定する仕組みになって
います。
これら一連のプロセスは、全従業員を対象として実施され
ており、男女の性別差なく、公平な評価、処遇がなされてい
ます。

● 障がい者雇用率の推移
2013年 2014年 2015年 2016年

東燃ゼネラル石油 2.13 2.06 2.12 2.28
EMGマーケティング 2.17 2.12 2.92 2.72
東燃化学 1.91 1.96 2.02 3.09
NUC 1.67 1.16 2.24 2.20
中央石油販売 0.95 0.85 1.71 2.35
●法定雇用率：1.8%（2012年まで） / 2.0%（2013年以降）
（注） 毎年6月1日現在の雇用状況

（％）

2011年入社 2012年入社 2013年入社
3年未満の離職率 5.8％ 2.0％ 3.1％

● 新規学卒者の3年未満の離職率*2

＊2 東燃ゼネラル石油、EMGマーケティング、東燃化学の合計

2014-2016年
専門職採用人数合計（名）うち女性（名） 割合

販売管理系 28 11 39％
技術系 47 8 17％

合計 75 19 25％

● 専門職採用人数*1

＊1 東燃ゼネラル石油、EMGマーケティング、東燃化学の合計

変化の激しい時代において、企業が持続的な発展をするた
めには、ダイバーシティ（多様性）に基づく豊かな創造力や発
想が欠かせません。当グループは、「業務遂行基準」におい
て、性別を含む多様性の重視を会社方針として明記しており、
各個人の個性を尊重し、多様な人材が持てる能力を最大限発
揮できる職場づくりを進めています。
当グループの女性従業員は、エンジニアから営業、管理部

門、さらに交代勤務者を含む工場の技能職まで、さまざまな
職種・ポジションで活躍しています。また、2015年には女性
役員（社外監査役）1名を登用しています。当グループでは女
性の積極的採用を推進しており、過去3年間における専門職
（総合職）採用における女性の人数・割合は下表の通りです。
また、障がいを持つ方々の雇用促進については、単に法定
雇用率を達成・維持するにとどまらず、人事総務統括部に障
がい者職業生活相談員および職場適用援助者（ジョブコーチ）
を配置し、障がいを持つ方々の継続的な採用・定着、理解促
進をグループ全体で推進しています。

 「業務遂行規準」（SBC）の関連方針

雇用機会均等に関する方針

ダイバーシティ

評価の仕組み

人材育成

（％）
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研修制度は、職位に応じた階層別研修（Leadership 
Program）と、各人に必要なスキルアップを目的としたIE
研修（Individual Effectiveness Program）、その他の研修
に大別されます。階層別研修は、合宿形式を採り入れたり、
国内の有力なビジネススクールと提携して、短期集中に終わ
らない、じっくりと期間をかけて効果を高めるような仕掛け
にしています。若手従業員に対しては、海外の事業所での就
業機会や他社への出向プログラムを通じて、成長の機会を提
供しています。IE研修は、各従業員が、職務上、自身の伸ば

したい、あるいは改善したいスキルを上司と話し合って、自
主的に受講できる点に特徴があります。当グループの大切な
価値観である「自立と自律」にも合致した研修と言えます。
一方、大量に入社した世代の退職による世代交代という問

題に対処すべく、次世代スタッフを効果的に早期育成する新
たな教育システムの導入にも力を入れています。この教育シ
ステムは、運転・保全・技術等に関して、数千の単元から構
成されています。このプログラムの普及・展開にあたって
は、単にシステムを導入するだけではなく、社内の各部門に
おけるエキスパートを講師として任命し、きめ細かな教育指
導を実施することで、次世代の早期育成に努めています。

● 2016年度TGトレーニング体系図

職位に応じた
トレーニング

必要なスキルの
磨き上げ

若手向けに社外で
働く機会を提供

管理者の
自己啓発

新任取締役セミナー取締役

経団連、一橋、早稲田執行役員

TG経営力研修部 長

TGリーダーシップ研修
課 長

スーパーバイザーP

入社3年フォローアップ

社員 入社1年フォローアップ

新入社員研修

IE研修
Individual
Effectiveness

社外出向
（三井物産、エネ研、

外務省） TNG

管理者向け
オープンコース
Globis

国内外の機関・組
織で働き、幅広い経
験を積む

ビジネススクール
のオープンコース
への参加

ビジネスニーズ 若年層の
事業構想立案

相手を納得させる
話し方の基本
（ディベート）

合宿形式でディ
ベート教育の第一
人者から学ぶ

研修制度

若手社員のトレーニングプログラムであるThe Next Generation（TNG）を紹介します。
本活動は、若手従業員が事業構想立案のスキルを現状に基づき実践的に学ぶ取り組みとして、2014年より導入されました。

グループ各社から公募で集まった若手がチームに分かれ、執行役員とマネージャーのサ
ポートを受けながら、半年にわたって課題である「東燃ゼネラルグループの特徴・強み
を生かし、2030年の世界・ビジネス環境に基づき、収益の柱のひとつになる可能性が
十分にあり、グループ従業員が一丸となって情熱を傾けることができる」新しいビジネ
スモデルを構築、最終発表では実際にマネジメントに対して事業提案と質疑応答を行い
ます。本活動はマネジメント、参加者双方から好評を博し、また一般従業員からの注目
も集めています。

TOPICS
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● 育児休業
当グループでは、法定よりも長い育児休業期間を設定して
おり、従業員は希望すれば子どもが2歳になるまで育児休業
を取得することができます。男性従業員による育児休業取得
の例も増えつつあります。さらに小学校4年生に達しない子
どもを持つ従業員に対しては、勤務時間の短縮を認めたり、
一部有給で子どもの看護のために休暇を付与するなど、充実
した育児サポート制度を整えています。
従業員がワークライフバランスを一層充実させるために、
関連する制度のリファレンスガイドを従業員が常時アクセス
可能なように電子掲示し、制度概要や申請方法など利用促進
に向けたサポートを行っています。

2013年 2014年 2015年

男 性 5 6 11

女 性 10 10 10

合 計 15 16 21

● 育児休業取得者の推移*1 （名）

2013年 2014年 2015年

男 性 0 0 0

女 性 7 8 8

合 計 7 8 8

● 短縮勤務取得者の推移*1 （名）

＊1 東燃ゼネラル石油、EMGマーケティング、東燃化学の合計

● 介護休業
要介護状態にある家族を持つ従業員は、要介護者1人につ
き、通算365日を限度として介護休業を取得することがで
きます。さらに、取得の方法についても、①連続した取得、
②日単位での取得、③時間単位での取得の選択が可能であ
り、さまざまなケースに対応できるようになっています。

2013年 2014年 2015年

男 性 2 2 2

女 性 0 0 1

合 計 2 2 3

● 介護休業取得者の推移*1 （名）

● 時間外労働実績
毎年18時間／月～20時間／月で推移しており、業務改
善プロジェクトの推進や「No残業Day」の導入・定着によ
り低減を図っています。

● 年間総実労働時間
年間所定内労働時間に、残業実績や有給休暇の取得日数を

加味した「年間総実労働時間」として見た場合、2014年度
の全産業平均が2,056.2時間（出典：「2015年度労働時間
総合調査」労務行政研究所）に対し、当グループは1,851時
間（2015年実績）であることを踏まえれば、ワークライフバ
ランスの取れた働きやすい職場環境が整えられていると考え
られます。

2013年 2014年 2015年

東燃ゼネラルグループ
平均時間外労働時間 18.8 19.2 19.5

● 時間外労働時間数の推移*1 （時間/月/名）

2013年 2014年 2015年

東燃ゼネラルグループ
年間総実労働時間数 1,847 1,850 1,851

● 年間総実労働時間数の推移*1 （時間）

● 有給休暇
勤続年数に応じて最大25日の有給休暇が付与され、グ
ループとして完全取得を目指しています。業務を効率的にす
すめることにより、有休付与日数、有休取得日数、付与日数
に対する有給休暇取得率は、いずれも日本の大手企業の中で
もトップレベルを維持しています。

2013年 2014年 2015年

有休付与日数（日） 23.1 22.6 22.5

有休取得日数（日） 21.8 21.0 21.4

取得率（％） 94.4 92.6 95.0

● 年次有給休暇取得状況*1

東燃ゼネラルグループでは、従業員が職場と家庭のそれぞ
れにおいてバランスよく責任を果たすことが大切であると考
えており、さまざまな制度によるサポートを行っています。

● 仕事と子育ての両立
東燃ゼネラル石油、EMGマーケティングは、2005年に
制定された「次世代育成支援対策推進法」に基づき、仕事と
子育ての両立を図るための行動計画を定めて関連諸制度の整
備を進めてきました。
その結果、次世代育成支援対策に取り組んでいる企業とし
て、厚生労働大臣から「基準適合一般事業主」として認定さ
れ、認定マーク(愛称:くるみん)の使
用を許可されています。
また、フレックスタイム制度の活用
を従業員に促し、ワークライフバラン
スを支援するとともに、各工場におい
て「No残業Day」を設定するなどし
て、残業削減に向け成果を上げています。

次世代認定マーク
（愛称：くるみん）

ワークライフバランス
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 「業務遂行規準」（SBC）の関連方針

オープンドアポリシー

当グループでは、マネジメント層と従業員が共通の価値観
に立っていることを確認し、共に「私たちの使命」に基づく
ゴールへ向かっていくために、年間コミュニケーションプラン
に基づき、マネジメントから全従業員に対して、メールやイン
トラネット、ビデオ配信を通じて情報やメッセージを発信して
います。また、従業員フォーラムを定期的に開催することで、
マネジメントと従業員の顔をあわせた双方向のコミュニケー
ションを図る機会も設定しています。2016年2月から3月に
かけ、トップマネジメントによる直接対話型の従業員フォーラ
ムを全国の事業
所において14
回開催し、延べ
2,200名の従業
員がトップマネ
ジメントと活発
な意見交換を行
いました。

● ワークライフバランスを支援する諸制度とプログラム
柔軟な勤務形態の実現を支援

制度

出産・育児 家族介護

フレックスタイム制度、年次有給休暇、
フローティング休日、代休、管理職在宅勤務制度

介護休業、介護休暇、
時間外・休日労働制限、
深夜勤務の免除、
入院給付金、
付添介護補助金、
ホームヘルパー補助金

産休、妻の出産のための特別
有給休暇、育児休業、育児時間、
育児のための短縮勤務、子の看
護休暇、時間外・休日労働制限、
深夜勤務の免除、入院給付金、
付添看護補助金、
ホームヘルパー補助金

福利厚生プログラム

外部
プロバイダー
プログラム

国内外宿泊施設
ライフサポート
（育児クーポン／介護補助金サービス／相談サービス／
お祝い支援サービス／フィットネス利用補助）

従業員フォーラム

従業員とのコミュニケーション

2016年2月に第一子が誕生して以来、「育児時間」およ
び「育児のための短縮勤務」の制度を利用しています。当グ
ループでは、両制度を活用することで、生後満1年に達しな
い子どもを育てる従業員には一日最長3時間、その後も、小
学4年生にあがるまで、一日最長2時間を限度に勤務時間を
短縮することが認められています。
私の所属する法務統括部は、仕事と生活の調和をめざす

ワークライフバランスの考え方が性別に関係なく浸透してい
る部署であると思います。実際、同僚の1人は育児のため1
年間休業しています。
勤務時間が短縮する分、時間の密度が濃くなったように思
います。早く帰宅することで家族と時間を持つことができ、
そしてその時間が、明日も頑張ろうというモチベーションの
源泉になっています。
多くの企業が育児支援制度の拡充に取り組んでいますが、
当社のように従業員が実際に活用できる体制が整っており、
かつ職場から理解とサポートが得られる企業はそれほど多く
ないと思います。会社の制度、上司、同僚に感謝しています。

メリハリのある働き方で、家庭と仕事の両立
法務統括部　柴 創介

VOICE
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経験者採用で入社し、エンジニアとしてキャリ
アを積んでいます。現在はシミュレーションを用
いたプラントの運転最適化や、運転支援ツールの
運用／開発に携わっています。
現在私が所属する部署では、未就学児を育てて

いる従業員が4名いますが、それぞれのライフス
タイルに合わせた業務配分が意識的におこなわれ
ています。私の場合、産休、育児休暇を取得し、
復帰後も時間を有効的に活用することができ、朝
食、夕食は家で子どもと一緒にとっていますし、
趣味の手芸やオンライン英会話の受講など、平日
でもプライベートの時間を楽しんでいます。仕事
では自分の専門分野については妥協しません。部
署間を超えたプロジェクトをリードすることもあ
ります。“働くとき働いて、休むときは休む“とい
う当社の社風がワークライフバランスをしっかり
と支えていると感じます。このような当社の良さ
は、前職と比べても際立っていると思います。
私自身、仕事と家庭の両立については悩んでい

た時期も正直ありました。しかし、悩む時間を短
縮して解決策を打てば、圧倒的に前に進めると思
い、KWin（Kawasaki Work-life Integration 
Network）という川崎工場の従業員ネットワー

クを思いを同じにする女性と一緒に立ち上げまし
た。会社のサポートのもと、定期的に集まって職
場環境・キャリアプラン・ライフイベントなどに
ついて意見交換しています。この活動を通じて、
子育てをしている男性従業員や交替勤務をしてい
る女性従業員など、色々な働き方をしている人が
支え合ってこの川崎工場が回っているのだと改め
て実感し、自分の好きな仕事ができることへの感
謝の気持ちが大きくなっています。
活動はまだはじまったばかりですが、今後もさ

まざまな取り組みを通じて川崎工場を世界で一
番女性が輝いている工場にしたいと考えていま
す。そして世界中の工場の人たちと一緒に仕事
をしてみたいです。

新卒入社後、販売部門の営業職として支店に
配属されました。当時、石油業界では女性の営
業職は珍しい時代でしたが、上司、同僚、お客
さまのサポートの下、やりがいのある仕事をさ
せて頂きました。
また、営業のほか、本社企画・管理部門、留

学プログラム、プロジェクトへの参画等、複数
の部門において様々な経験を積む機会を得まし
たが、これまで伸び伸びと仕事ができたことに
感謝しています。
このように楽しく仕事ができた背景には、上

司、部下、性別、年齢、キャリア等に関係なく、
個々の意見を尊重するという東燃ゼネラルグ
ループの企業文化の存在があると思います。
入社1年目から、意見を求められ、その分、

失敗もたくさんしましたが、自分の意見を言う
機会を与えられたことで、組織やチームの一員
としての自分自身の責任や役割を身に染みて理

解することができ、「何のためにこの仕事をする
のか」、「そこに付加できる自分自身の価値や貢
献は何なのか」ということを常に意識する習慣
が身に付いたように思います。
これまでの経験を通して、お互いを尊重しな
がら、個々の従業員がよく考え、各々の仕事に
責任を持ち、業務の効率と質の向上、そして結
果にコミットすることがやりがいにつながり、
組織を活性化させ、働きがいのある職場をつく
るのだと実感しています。
このような企業風土の下、東燃ゼネラルグ
ループでは、精製部門、販売部門、管理部門に
至るまで、あらゆる職場で女性が活躍していま
すが、それでも、女性従業員比率は全体の10％
に満たず、女性管理職の比率は更に半分に過ぎ
ません。女性の活躍推進を語るためには、女性
従業員を増やすことがその第一歩だと考えてい
ます。

悩む時間を短縮して解決策を打てば、圧倒的に前に進める

自分自身でよく考え、コミットメントをすること、その積み重ねがキャリア形成につながる

女性の活躍推進

当グループでは、雇用機会均等に関する会社方針およびガイドラインに基づき、人材育成、評価、報酬等において、男女の性別差
なく、公平で客観的な判断が徹底されています。また、柔軟な勤務形態の実現を支援する制度や、充実した休暇制度等、ワークライ
フバランスの取れた働きやすい職場環境が整えられおり、女性従業員が能力を最大限に発揮できる環境づくりに取り組んでいます。

製造技術本部
システム技術統括部
アプリケーションエンジニアリング課 
エンジニア

中島 美代子

秘書室長 

布野 敦子
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働き手の成長なくして企業の成長はない

社外監査役の声

東燃ゼネラル石油　
社外監査役

髙橋 伸子
略歴
1976年4月 株式会社主婦の友社入社
1986年4月 生活経済ジャーナリストとして独立（現任）
2006年6月 株式会社東京証券取引所　社外取締役
2007年6月  株式会社ベネッセコーポレーション（現株式会社

ベネッセホールディングス）　社外監査役
2007年8月  株式会社東京証券取引所グループ（現株式会社

日本取引所グループ）　社外取締役
2009年6月 株式会社日本政策金融公庫　社外監査役（現任）
2015年3月 東燃ゼネラル石油株式会社　社外監査役（現任）
2015年4月  あいおいニッセイ同和損害保険株式会社　社外

取締役（現任）
2015年6月 株式会社西日本シティ銀行　社外取締役（現任）
2016年5月  平成28年度消費者支援功労者表彰において

「内閣総理大臣表彰」受賞

資源エネルギー問題への強い関心から監査役を引
き受けました。石油・石油化学・潤滑油といったコ
アビジネスにおいて、経営の基盤である安全操業を
ベースに競争力のある商品・サービスを業界トップ
クラスの省エネ実績で提供できているのはなぜか。
それは、当社グループの基本方針である「業務遂行
基準」の採択と履行状況を監督する責任を取締役会
が負い、堅固に運用しているからにほかならないこ
とをまずは確認したところです。
次なる関心は、正しい仕事をして成果を出す、ルー

ルを守って競争に勝つ、という企業風土が醸成され
ている点でした。それは、高い競争力の源泉が“人
財”にあるとして、従業員との関係を「成功の機会の
最大化に努め、多様性、開かれた対話、信頼、公平
な処遇、安全な労働環境を維持する」と明確に定め
ているからでしょう。監査役としては、それが現場
に浸透し続けているか注視していく所存です。
男女を問わず多様な人財を登用し、子育て、介護

など各人の生活課題をうまく解決できるようサポー
トしている点は特筆に値します。「特別扱いは必要
ありません」と胸を張る女性たちが多いのは素晴ら
しいこと。育児休業や短時間勤務、介護休業を選択
する男性にもエールを送りたいです。それは回り道
や一休みではなくチャンスです。石油会社からエネ

ルギー会社への変革期の今、これまでの〈BtoBtoC〉のビジネススタイルにとどまらず、電力事業のような〈BtoC〉のビジ
ネスもスタートし、仕事のやり方にも新機軸が求められています。生活者感覚、消費者視点が新規事業につながることも
意識し、自らのワークとライフを主体的にマネジメントする働き手の増加を期待します。
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東燃ゼネラル石油は、高い競争力と資本効率を維持し、株主価値を向上すべく日々努めています。当社のそうした取り組みを理解して
いただくために、株主・投資家の皆さまとのコミュニケーションを重視し、さまざまな形で会社情報を開示しています。

東燃ゼネラル石油は長年にわたり、株主・投資家の皆さま
が当社の価値を公正に評価できるよう、正確で透明性が高
く、かつタイムリーな情報開示を基本方針としてきました。
当社経営陣ならびに取締役会は、株主・投資家の皆さまとの
コミュニケーションを大切に考え、会社の業績や将来見通し
に関する有用な情報を提供することを重視しています。
当社は、2013年2月に2017年までの5年間の事業の取
り組みと目標をまとめた中期経営計画を発表しました。その
進捗状況についても通常の業績予想更新と同様にタイムリー
に情報を提供できるよう努めています。

株主・投資家の皆さまとのコミュニケーションは、法律や
規則によって定められた情報開示に留まりません。年間の
事業報告、ファクトブック、ウェブサイトにて適宜更新され
る情報に加え、配当通知とともに年2回送られるビジネスレ
ポートを通じてさまざまなトピックと直近の業績内容をお知
らせしています。
当グループのウェブサイトは、当グループの事業構造を分

かりやすくお伝えすること、またご利用いただく方の立場に
立って、検索しやすさや使いやすさを重視しています。ここ
では最新のIR情報とともに、サービスステーションのキャ
ンペーン情報など、株主・投資家の皆さまをはじめとするス
テークホルダーの皆さまのお役に立てるよう多彩な情報を掲
載しています。そして、会社概要などの基本情報や、CSRな
ど当社のさまざまな取り組みについてもご紹介しています。
随時最新情報に更新していますので、ぜひご覧ください。

上記のほか、当社では、当社の業績や戦略をより理解し
てもらうため、証券アナリストや機関投資家向けに経営幹
部も参加して決算説明会、個別面談、会社施設見学会、説
明会等のさまざまな情報提供の機会を設けています。その
一例として、2015年10月に機関投資家と証券アナリス
トを対象に「供給部門説明会」を実施し、当社のサプライ
チェーンの最適化、在庫の最適化、輸出ビジネス、そして
他社との協業の取り組みをご紹介しました。こうした取り
組みを通じて証券界のオピニオンリーダーに当社をより良
く理解してもらうことは、すべての株主・投資家の皆さま
にとって有益なものであると考えています。

機関投資家・証券アナリスト向けの供給部門説明会

URL http://www.tonengeneral.co.jp/

● IR情報

ビジネスレポート
ファクトブック

ウェブサイト

株主・投資家の皆さまとのかかわり

基本的な考え方

株主・投資家の皆さまとのコミュニケーション
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今後も、高い競争力と資本効率を維持し、株主重視の経営
方針を継続していきます。株主還元については、これまでの
基本方針に変更はありません。今後も、健全な財務体質を維
持し、長期的な視点に立ち、株主の皆さまに安定的な配当が
実施できるようにしたいと考えています。

発行する株式総数

発 行 済 株 式 数 *

株 主 数

：880,937,982株

：565,182,000株

：39,862名

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

1株当たり配当額 
(円/株) 38.0 38.0 38.0 38.0 38.0

● 年間配当金の推移

当社は自己株式を200,936千株(35.55%)所有していますが、上記大株主から除外しています。
MOBIL OIL EXPLORATION AND PRODUCING SOUTHEAST INC．が保有していた当社
株式がすべて売却されたことを確認いたしました（2016年2月）。

（単位：円）

株価 出来高

0

2,000

0

400 2,000

800 4,000

1,200 6,000

1,600 8,000

10,000
（単位：万株）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
2014年 2015年

東証株価指数

● 株価・出来高の推移

株主名 所有株数
（千株）

持株比率
（%）

三井物産株式会社 36,000 6.37

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 14,584 2.58

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口） 14,575 2.58

高知信用金庫 8,547 1.51

STATE STREET BANK WEST 
CLIENT－TREATY 505234 7,261 1.28

STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY 505223 6,116 1.08

バークレイズ証券株式会社 6,000 1.06

MOBIL OIL EXPLORATION AND 
PRODUCING SOUTHEAST INC． 5,970 1.06

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口9） 5,185 0.92

三菱UFJモルガン・スタンレー証券
株式会社 4,275 0.76

● 大株主（上位10名）

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

基　 準　 日

配当金受領株主確定日

株主名簿管理人

特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先

1単 元 の 株式数

公 告 の 方 法

毎年1月1日から12月31日まで

毎年3月

定時株主総会権利行使　12月31日

期末配当金 12月31日
中間配当金 6月30日

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
0120-232-711（フリーダイヤル）
http://www.tr.mufg.jp/daikou/

1,000株

電子公告による
（http://www.tonengeneral.co.jp）
但し、電子公告による公告をすることができな
い場合の公告は、日本経済新聞に掲載する方
法とする。

株主還元について 株主メモ

株式の状況 （2015年12月31日現在）

＊ 2016年2月に199,182,000株の自己株式を消却したため、発行済株式数は
2016年2月29日付で366,000,000株となりました。
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当グループ製品の配送を担う契約運送会社も大事なビジネ
スパートナーです。すべての契約運送会社に対して、各種研
修や啓発活動を実施し、安全への意識・技術の向上に加え、
安全配送設備の拡充にも日々邁進しています。また、平常時
のみならず、緊急時においても、すぐさま協力体制を敷き、
安定供給に努めています。

30kℓタンクローリー

東燃ゼネラルグループには、「原油、石油製品・半製品の調達と輸送」「製油所、化学・潤滑油工場の設備投資や日常保全」「資材・副
資材購買と管理」「製品の販売や配送」など、さまざまな分野にわたりビジネスパートナーが存在します。

多くのビジネスパートナーとの協力で当グループの事業は
成り立っており、ビジネスパートナーと強い信頼関係を築き
たいと考えています。それと同時に、ビジネスパートナーに
対し、法令の遵守に加え、当グループの求める高い倫理基準
をご理解いただき、それに準じた行動を求めています。ここ
では、資材・副資材・役務・工事のサプライヤーとのかかわ
り、製品の配送を担っていただいている契約運送会社とのか
かわり、石油製品の販売を担っていただいている代理店・特
約店とのかかわりを代表例として取り上げます。

当グループでは、社内規程に基づく購買ルールを設けてお
り、公正にサプライヤー選定を行っています。そのため、設
備・操業用の資材・副資材・役務・工事の購買契約業務は、
購買統括部が独立した立場で担当しています。
購買統括部では、長年蓄積した調達の知識・経験・ネット
ワークをもとに、当グループにとって最適コストで調達でき
る体制をつくっています。さらに、高い技術・サービスの安
定的な提供に加え、改善による効率向上を目指すサプライ
ヤーの選定を行っています。
サプライヤーの選定に当たっては、信頼性を総合的に評価
しています。具体的には、価格・品質・納期・技術力・供給
安定性に加え、安全・健康・環境・情報管理や法令遵守など
を重視しています。サプライヤーに対しても、従業員と同様
にコンプライアンスの徹底を求めており、法令の遵守に加え
て、「安全」「健康」をはじめとした社内基準を条項として標
準契約書に入れています。
例えば、作業中の事故を防止するため、「アルコール及び
規制薬物」の条項では、抜き打ちで検査する条件を設けてい
ます。また、「企業行動基準及び職場のハラスメント」の条
項では、サプライヤーのサプライヤーにも、清廉な行動を求
めています。さらに、契約条件全般の遵守をモニターするた
め、監査条項により実際にサプライヤーを訪問する監査も
行っています。
なお、年末には新しくお取引を開始させていただいたサプ
ライヤーあてにレターを送付し、当グループの求めるコンプ
ライアンス要件への理解と徹底を促すとともに、従業員あて
のお中元やお歳暮などの贈答品を辞退する方針への協力を依
頼しています。
このように、当グループのビジネスが、すべての法律、規

（注） 当グループでは、原油・石油半製品・船舶の調達は事業部門、設備・操業用の
資材（含副資材）・役務・工事の調達は購買統括部が担当しています。

則の厳格な遵守をもって運営されることで、サプライヤーの
コンプライアンスが向上し、さらにサプライチェーンを通じ
て社会全体に波及効果があるよう、CSRの取り組みに努め
ています。 

当グループとの契約条件がサプライヤー側にて遵守され
ていることを確認するため、当グループではサプライヤー
へ出向いて監査を行うことがあります。このサプライヤー
への監査は、発注を購買統括部に依頼する事業部や実際に
契約を行う購買統括部から独立した立場で実施するため、
業務監査を専門に行う当グループの監査部が担当し、客観
的な立場で監査を行っています。これらの監査を通じて、
不適切な請求、契約内容の不遵守等が無いか確認を行い、
サプライヤーのコンプライアンス向上に努めています。
また、必要に応じて、契約内にある監査条項を実際に行
使して購買統括部または発注事業部が監査を実施すること
もあります。これらの監査を通じて、当グループのコンプ
ライアンス要件へのさらなる理解と協力体制構築を目指し
ています。

ビジネスパートナーとのかかわり

基本的な考え方

サプライヤーとのかかわり

サプライヤーの監査

契約運送会社による最高品質の配送サービス
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● 代理店・特約店の経営基盤強化
当グループでは、長年にわたって築き上げてきた強い相互
信頼関係のもと、各種販促プログラムはもちろん、経営の改
善を目的としたさまざまなプログラムを提供し、代理店・特
約店の皆さまの経営基盤強化を支援しています。特に、代理
店・特約店の事業計画作成に当たっては、将来の厳しい環境
変化を見据えた経営分析やSS網の再構築にかかわるネット
ワーク分析、ビジネスモデルの最適化などのカウンセリング
を提供しています。
さらに代理店・特約店
の経営者・次世代経営
者・幹部の皆さまを対象
としたM＆Sマネジメン
トセミナーや、SSマネー
ジャーや従業員の方むけ
にマネジメント力向上、
油外販売強化、クレンリ
ネス、安全管理、新人教
育などの各種トレーニン
グを全国各地にて開催し
ています。

代理店・特約店は、当グループにとって、重要なビジネス
パートナーです。年初に「代理店・特約店会議」を開催し、
その年の販売方針を代理店・特約店の皆さまと共有していま
す。全国12カ所の支店、3カ所の営業所を拠点として、約
180名の営業担当がその方針に基づき、密にコミュニケー
ションをとりながら、代理店・特約店のビジネスを強力にサ
ポートしています。
また、サービスステーションのマネージャーを対象とし
た、EMG SSマスターズ全国大会を毎年開催し、優秀マネー
ジャーを表彰するとともに、販売方針や成功事例を共有して
います。
当グループは、各地域の代理店・特約店店主で構成された、

EMG会、IF会との双方向のコミュニケーションを重要視し
ており、各会の活発な活
動をサポートしています。
そこで共有されたアイデ
アや課題は、当グループ
で十分に考慮し、戦略づ
くりに活かしています。

カウンセリングモデルの画面

M&Sマネジメントセミナー

EMG SSマスターズ表彰式

代理店・特約店会議

1.安全配送への徹底
 業界に先んじてドライブレコーダーを契約運送会社の全車輌に導
入するとともに、ローリードライバーに対しては防衛運転トレーニン
グを展開しています。
また、ドライバーの運転技術向上を目的としたトラック・ロデオ大会
（運転技術を競う全国大会）や荷卸しコンテストを開催して、安全に
ついて積極的な啓発活動を実施しています。

2. 環境に対する配慮
 大型ローリーの導入をさらに進めています。これにより、SSへの配
送回数を減らし、軽油の使用量および排ガスの排出量の削減が実
現しています。

3. 会社方針の共有化
 年初に、全契約運送会社とキックオフ会議を行い、各年度の安
全方針・目標を共有化しています。

4. BCP（事業継続計画）体制の確立
 首都圏直下型地震、南海トラフ大地震をはじめとした想定され
る困難な状況下でも、安定供給の責務を果たすべく、非常時に
おける配送業務のバックアップオフィスとして大阪Disaster 
Recovery　Center（災害対策本部）を設置すると共に、運
送会社も参画した定期訓練でBCP体制の向上に取り組んでい
ます。

● 契約運送会社とともに実施している主な取り組み

代理店・特約店とのコミュニケーション

東燃ゼネラルグループとは、自動車用潤滑油の研究開発
を共同で60年以上も行っています。また、開発した製品は、
弊社の工場充填油として、また「キヤッスル」ブランドのト
ヨタ純正油として製造・納入して頂いております。
近年、東燃ゼネラルグループとの研究開発で注力してい

るのは潤滑油による燃費向上です。双方の研究者同士が切
磋琢磨し、本音で議論
を重ねることで、燃費
性能と高い信頼性を兼
ね備えた潤滑油を実現
しています。こういっ
た成果は、学会でも共
同で発表させて頂いて
います。
今後も、潤滑油のさ

らなる技術革新を共に
目指していきたいと考
えております。

潤滑油の技術革新を一緒に
トヨタ自動車株式会社　有機材料技術部　部長
間瀬 清芝 様

VOICE
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東燃ゼネラルグループは、社会への責任として、エネルギーの安定的な供給、安全・信頼の確保に努めるとともに、操業する地域
社会の発展・活性化に貢献していくことが非常に重要な使命であると考えています。このような考えに基づき、文化・芸術・スポー
ツ、教育、環境、地域、健康、災害支援・防災、多様性など多岐にわたる社会貢献・文化活動を通じ、社会との連携を深めています。

社会への貢献

東日本大震災により図書館を失った地域を巡回する〈あしたの本〉
プロジェクトの移動図書館バスに、エッソ・モービル・ゼネラルの
サービスステーションの
ネットワークを活用し、巡
回のための燃料の支援を通
じて子どもたちに読書の楽
しみをお届けしています。

● 被災地支援

● 日米合同消防訓練
鶴見潤滑油工場は米海軍貯油施設と隣接しています。貯油施設内
における災害発生時の共同体制の強化および被害の軽減を図るため、
米海軍消防局・横浜市消防局・安善町共同防災隊との協力、連携訓
練が実施されました。

火災タンク604に一斉放水 訓練終了後、米海軍幹部による講評

● 大容量泡放射システム

● 消防訓練・見学会
実際に消火・放水活動を体験し、消防訓練に参加する機会を提
供しています。また、参加者には、負傷者の救護や放水活動の見
学を通して、緊急事態や事故に備えることの大切さを学んでいた
だきました。

大容量泡放射システムは、屋外貯蔵タンクの全面火災に対応
するために、通常の消防車の放水能力(3,000ℓ/分)に比べて、
圧倒的な放水能力を誇る移動式の消火システムで、地域の共同
防災協議会で共有しています。 
堺工場は、大阪・和歌山広域共同防災協議会に所属し、その

配備事業所として地域に貢献しています。大阪・和歌山広域共
同防災協議会では、30,000ℓ/分の放水砲２基を同時に稼働す
る能力を保有しています。

● 安全防災訓練
各事業所では、事業所内の訓練の他、消防署、海上保安署との合
同訓練や石油コンビナート等の防災訓練に参画し、地域社会との連
携を深めています。清水油槽所では、東日本大震災の教訓から消防
庁が新たに配備した部隊「ドラゴンハイパー・コマンドユニット」
と、石油コンビナート等のエネルギー・産業基盤の特殊災害に特化
した消防訓練を実施しました。

清水油槽所にて放水訓練和歌山県コンビナート総合防災訓練

災害支援・防災
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堺工場、和歌山工場、大阪支店は、後継者不足による山林の荒
廃を防ぐため、大阪府太子町二上山の森林保全活動に「東燃ゼネ
ラル友好の森づくり活動」として取り組んでいます。

● 森林保全活動（アドプト・フォレスト二上山）

● 川崎国際環境技術展
川崎市が世界に誇る環境技術を国内外にアピールする川崎国際環

境技術展には240を超える出展があり、当グループの省エネ技術
や同業他社との企業間連携の紹介を行いました。また、例年恒例の
子ども向けクイズも大盛況で、子どもたちの笑顔あふれるブースと
なりました。

● 富津海岸清掃活動
千葉工場では2016年5月、富津海岸の清掃ボランティアをは

じめて開催しました。千葉工場本社および支店の従業員と家族、
そして代理店・特約店の皆さまとそのご家族の計200名が参加し
ました。

● 地ノ島ボランティア清掃活動
和歌山工場の沖合約1kmの地ノ島海水浴場の「海開き」を前に、

有田市役所、有田市観光協会と協力し清掃ボランティアを行って
います。2016年6月には工場関係者、本社および支店の従業員
と家族、代理店・特約店の皆さまとそのご家族、外部関係者の計
340名が参加しました。

● みかん山パトロール
和歌山工場では、30年
以上にわたる周辺環境安
全保全への取り組みとし
て、毎年6月から9月に
かけてみかん農家の皆さ
まと試験木のモニタリン
グ調査を行っています。

● ボランティア清掃
堺工場では、堺泉北臨海地域の企業連絡会に加盟し、環境保全

を目的とした周辺道路のボランティア清掃を実施しています。年
6回の開催で2015年は延べ370名以上の従業員が参加しました。
このほか川崎工場、鶴見潤滑油工場をはじめ、多くの事業所で近
隣町内会の清掃活動へ参加しています。

環　境
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CSR取り組み報告

● 東燃ゼネラル児童文化賞・音楽賞
日本の児童文化・音楽文化の発展・向上に尽くしてこられた、将来大きな活躍
が期待される方々をたたえ励ます賞です。2015年で児童文化賞は50回、音楽
賞は45回を迎え、両賞は公益社団法人 企業メセナ協議会「This is MECENAT 
2016」に認定されました。

● 児童文化賞50周年記念イベント
50周年を迎えた東燃ゼネラル児童文化
賞の記念イベントとして、川崎、堺、和歌
山、千葉の4工場近隣にて、当賞の第2回
（1967年）受賞者「人形劇団プーク」、第
11回（1976年）受賞者「劇団風の子」に
よる演劇を開催しました。一般公募や、近
隣小学校の生徒および保護者の方々など総
勢1,800名のご来場いただいた、地域の皆
さまに楽しんでいただきました。

● フェニックスクリスマスコンサート
堺工場が2008年から主催するクリスマスコン

サートに、月刊紙「フェニックス」の読者を招待し
ています。

● 東燃国際奨学財団への支援
諸外国との友好と広く社
会に貢献することを意図
し、日本の大学院に在学す
る外国人留学生へ奨学金を
支給しています。1989年
の財団設立以来、29カ国
197名の留学生を支援し、
支給した奨学金は総額6億
6千5百万円を数えます。

● 清水油槽所　お仕事体験イベント
清水油槽所は、静岡市こどもクリエイティブタウン「ま・あ・

る」において、子ども向けお仕事体験イベント「知っておどろく
石油の世界　ガソリンスタンドま・あ・る店で給油体験！！」を
開催しました。57名の子ど
も達が参加し、石油に関する
基礎講座、エンジンがガソリ
ンで動く仕組みの説明を受け
た後、模擬ガソリンスタンド
でスピードパスなどを使用し
た給油体験を行いました。

● 東燃ゼネラル石油研究奨励・奨学財団への支援
理工科課程の学生および学院生への奨学金の給付および大学

院や研究機関において日本のエネルギーならびにその有効活用
に関連する分野で斬新かつユニークな研究や技術開発をしてい
る若手研究者への研究助成
金による支援を行っていま
す。（研究助成実績547件、
5億6千5百万円、奨学生
実績901名）

● 職場体験学習
各工場および清水油槽所で

は、地域の子どもたちが身近な
産業における業務を体験し、社
会の実態を学ぶ一助となるこ
とを目的に、近隣の小中学校の
生徒を「職場体験学習」に、高
等専門学校の生徒をインター
ンシップに受け入れています。

（2016年4月1日現在）

文化・芸術・スポーツ

教　育

● フェニックステニス教室
堺工場では、テニス未経験の子どもたちを対象に、
従業員がコーチをつとめるテニス教室を開催してい
ます。42周年となる2015年は、未就学児と小学生
あわせて34名が参加しました。

五味太郎先生作　
児童文化賞・
音楽賞ロゴマーク
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● 月刊紙フェニックスの発行
1974年から堺工場近隣地域に配布している月刊紙「フェニック

ス」は、地域と工場のコミュニケーションの場として確かな存在を
認められています。フェニックス読者を対象にさまざまな交流イベ
ントを実施しています。

● 華道教室
川崎工場近隣の大師東部六町会婦人部の皆さまを対象とした華道

教室を主催し、皆さまに伝統美を楽しんでいただいています。ま
た、工場による社会貢献活動の
報告を3カ月ごとに行うととも
に、工場関係者との意見交換を
行っています。

● 椒古墳長屋王例祭
地域の歴史・文化行事であ

る「椒（はじかみ）古墳長屋王
例祭」を和歌山工場近隣地域か
らの参列者をお迎えし、場内古
墳前で実施しています。

● ミューザ川崎

川崎市が推進する「音楽のまち・かわさき」の事業方針に賛同し、
コンサートへの協賛を行っています。また“ミューザの日”には、さま
ざまな笛を演奏しながら音楽の楽しさを伝える笛吹きユニット「遊笛
（あそぶえ）」によるコンサートと、NPO法人ガリレオ工房による音
の実験ショーと笛作り体験などを実施、総勢700名を超えるご来場
の皆さまに楽しんでいただきました。

● 近隣小中学校の見学
近隣の小中学校の生徒の皆さんに来訪いただき、石油精製・安

全について勉強していただく機会を提供しています。2015年、堺
工場では、社会科
教育研究のため大
阪府の小学校教師
27名の皆さまに
も来訪いただきま
した。

● チャリティーラン
障がいを持つ子どもたちの野外活動のための募金を目的とした、
YMCAインターナショナルチャリティーランを支援しています。
2015年は当グループ
から14チーム70名が
出場しました。

● 献血
日本赤十字社の献血活動を積

極的に支援しており、1968年
から従業員を対象とした献血会
を本社・各工場にて実施してい
ます。

● 日本身体障がい者水泳選手権大会
日本身体障がい者水泳連盟が

主催する日本身体障がい者水泳
選手権大会に毎年協賛していま
す。

● 全国身体障害者スキー大会
日本身体障害者スキー協会が

主催する全国身体障害者スキー
大会に毎年協賛しています。

地　域

多様性

健　康
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